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1. はじめに 

 

内閣府によれば、全国で駅周辺における放置自転

車は 54 万台に及び１）、大きな社会問題になってい

る。一方、近年は地球環境に対する関心から、特に

短距離の交通手段として自転車が見直されている

２）。また、生活の質等の都市環境の維持･向上に対

する意識から、自転車が注目されている３）。従って

今後は、利用者のニーズを捉えた駐輪場整備によっ

てアクセシビリティを向上するとともに、放置自転

車を削減することによって都市の魅力を向上する

ことが必要と考える。 

本研究では、その具体的施策として、アクセシビ

リティと魅力を両立させる自転車政策を検討する。

とりわけ、鉄道事業者による地下鉄駅舎の一部を利

用した駐輪場事業を検討する。 

 

2. 既存研究のレビュー 

 

①端末交通手段選択の要因に関して、家田ら４）

は、雨天･晴天時ごとの端末手段選択のモデルを構

築し、駐輪場所選択サブモデルも構築した。内田ら

５）は、違法路上駐輪と駐輪場利用の自転車利用者を

対象にしたＳＰ調査より、路上ダミー･駐輪場所か

ら駅までの時間･駐輪場の料金･駐輪場が地下か地

上か･一台ごとのスペースの確保によってモデルを

構築し、加えてＡＨＰを用いてサンプルを 2 つのセ

グメントに分けた。熊野ら６）は、公共駐輪場の利用

者データより、利用者が距離よりも駅までの所要時

間を重視した駐輪場を選択していることを示した。

秋吉ら７）は、地形の影響も考慮できるエネルギー消

費量と端末手段における自転車選択確率の関係を

明らかにした。また駅選択に関して、鈴木ら８）は、

道路(リンク)の属性から推定した認識距離と、自宅

から駐輪場が線路の反対側にある場合のダミーを

用いてモデル化を行なった。 

②自転車の利用目的に関して、吉本ら９）は、自転

車利用者の意識から、学生の通学以外利用と主婦の

買い物利用が駅周辺（駅から半径 500m の範囲）の

放置自転車の要因になっていると論じた。 

③民営駐輪場に関して、池田ら 10）は、民営駐輪

場の実態を調査するとともに、公営駐輪場との立

地･料金の関係により民営駐輪場の成立する可能性

を分析した。 

 しかし、これらの研究は手段選択の要因や自転車

利用や駐輪場の実態を個々に分析したにすぎない。

よって、自転車の利用目的を明確化し、そのうえで

端末手段選択や駐輪場所選択を分析しモデル化し、

それを踏まえて新たな民間駐輪場の整備形態を検

討することが必要である。 

 

3. 近年の自転車政策を取り巻く環境の厳しさ 

 

利用者の利便性嗜好より、駐輪場は量（容量）だ

けでなく質（利便性）も求められている。放置自転

車の台数はかなり多いにもかかわらず、駐輪場が駅

から遠ければ利用率は低くとどまる。具体的には、

内閣府による平成 13 年の調査１）で放置自転車台数

が全国2位であった新浦安駅周辺について浦安市の

担当者にヒアリングを行なったところ、「駅に近い

駐輪場は一杯だが、駅から遠い駐輪場には余裕があ

る。また、市の調査によれば、駅前の放置自転車台

数は午前 9 時に 3000 台である一方、午後 3 時には

4500 台になるため、約 1500 台は通勤通学ではなく
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買物目的であろう。」という話であった。 

一方、放置自転車対策にかかる費用はかなり大き

い。昨年度東京都特別区が予算として計上した自転

車対策費は、合計で約 113.7 億円にのぼる 11）。 

さらに、改正自転車法（『自転車の安全利用の促

進及び自転車等の駐車対策の総合的推進に関する

法律』）に「鉄道事業者は、地方公共団体に積極的

に協力しなければならない(中略)」とあるが、鉄道

事業者の協力を得るのは難しい。豊島区が放置自転

車等対策税を検討した際は、鉄道事業者が反対し、

地方自治体との考え方の相違が改めて明らかにな

った。ＪＲ東日本に続いて来年春に民営化を予定し

ている営団地下鉄の担当者にヒアリングを行なっ

たところ、「民営化後は、駐輪場のため自治体に貸

している用地も関連事業のために返還を要請する

ことも検討している」という話だった。 

 

4. 鉄道事業者による駅舎の一部を利用した駐輪

場事業の提案 

 

鉄道事業者が関連事業として駅舎を利用した駐

輪場事業に乗り出した場合、改札から近いため利便

性の高いものを整備できると考えられる。また、運

営主体が民間になるため、関連事業も行なうことが

でき、経営の効率化が期待される。さらに、鉄道事

業者が実施するには高い収益が見込めなければな

らないが、利便性が高くなることから利用者の支払

い意思額も高くなると考えられる。 

主体ごとに整理すれば、まず利用者にとっては、

利便性の高い駐輪場を利用でき、放置自転車が削減

されれば道路環境が向上される。自治体にとっては、

民間資本を利用することによって、効率的に駐輪場

整備を進めることができる。また鉄道事業者にとっ

ては、今日、鉄道事業による収入の大きな増加は見

込めず、鉄道以外の関連事業による経営努力の一助

となると考えられる。 

この施策の可能性を検証するため、第 5 章の（１）

で、地下鉄駅舎上の地下空間を利用した駐輪場の事

例を分析する。（２）で、民間資本で運営･整備され

た駐輪場の事例を調査する。（３）で、SP 調査に基

づいて駐輪場選択をモデル化する。第 6 章で、まと

めと今後の研究方針を示す。 

 

5. 鉄道事業者による駐輪場事業の可能性の検証 

 

（１）地下鉄駅舎上の地下空間を利用した駐輪場 

a）概要と問題点 

近年、駐輪場用地の不足から、駐輪場を地下に整

備する事例が増えている。特に東京都では、東京道

路地下空間利用連絡協議会において、地下鉄建設時

に発生する駅舎上の地下空間(地表から 3.5m は除

く)を埋め戻さずに有効利用することが検討された。

その結果、大江戸線･南北線･半蔵門線を中心に 10

数駅で駅舎上に地下駐輪場が整備されている。 

しかし、管理者が鉄道事業者ではなく自治体であ

るため、非効率的な整備･運営がなされている。地

下鉄駅舎（鉄道事業者）と駐輪場（自治体）で管理

者が異なるため、消防法上は別棟扱いになる。その

ため、駐輪場と駅舎は別々に出入り口を整備しなけ

ればならず（駐輪場と駅舎の間の通路は整備されて

いる）、駐輪場に 2 つ、駅舎に 2 つとエレベータを 1

つの合計5つもの出入り口を整備しなければならな

い。東京都地下鉄建設の担当者によれば、そのため、

大江戸線の 6 駅（若松河田･牛込柳町･牛込神楽坂･

本郷三丁目･大門･

代々木）は、出入り口

5 つ分の用地を確保

できないため、地下に

駐輪場を整備できる

空間があるにもかか

わらず、建設が見送ら

れた。また、国土交通

省の担当者によれば、

白金高輪駅の地下駐

輪場（平成 16 年完成

予定）は駅舎とは別に

駐輪場のためにエレ

ベータを整備する予

定で、二重の整備にな

っており非効率的な

整備が行なわれてい

る。そのうえ、これら

の駐輪場は駅直近で

利用しやすくなって 写真－１ 地上→駅(月島駅駐輪場)



いるものの、地上～駐輪場～コンコースと 2 回階段

を移動しなければ改札に辿り着くことができない

（写真－１）。 

このような点から、駐輪場事業を鉄道事業者が運

営し、駅舎の一部に整備したほうが効率化されると

考えられる。 

b）調査 

東京都地下鉄建設の担当者によれば、駅舎と駐輪

場で出入口（特にエレベータ）を共有する問題点は、

管理者が別になっていることに加え、自転車と一般

の地下鉄利用者が同じ出入口を利用した際の容量

不足がある。そこで、出入口共有の可能性を検討す

るため、利用者の入庫時間の分布を調査した。東京

都中央区の月島駅駐輪場(約450台が利用)において、

平成 14 年 10 月 16 日(水曜)の 8:30～9:00 に、入庫

する自転車の台数を１分毎に観測した（図－１）。

入口は二ヶ所あり、駅舎への連絡口から見て近入口

/遠入口とした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－１より、1 分毎の利用者は 0～2 人であること

が多く、駐輪場を選べばエレベータ等の出入口を共

有しても問題がないと考えられる。 

 

（２）PFI で運営･整備された駐輪場 

 近年、財政難から、各分野で PFI 事業に取り組む

自治体が増えている。なかでも足立区は、竹ノ塚西

口駐輪場の再建･運営に PFI を導入した。PFI のなか

でも独立採算型の BOT 方式を採用しており、駐輪場

を区自身が運営するのに比べ2割ほどコストを削減

できるといわれている 12）。 

 この竹ノ塚西口駐輪場に伺ったところ、他の公営

の駐輪場（写真－２）と異なり、利用者のニーズに

あわせてロッカー･自動販売機等の関連事業を積極

的に行なっていた（写真－３）。 

 

（３）利用者の駐輪場選択（プレ調査） 

a）調査の概要 

 鉄道事業者が駅近くの用地を利用して駐輪場事

業を行なった場合の利用者の選好を明らかにする

ため、SP 調査を行ない、ロジットモデルを用いて分

析した。被験者は 22 人で、サンプル数は 198 サン

プルである。20 才代の男性が多いが、社会人･女性

も含むようにした。RP データを使用しなかった理由

は、多くの自治体が駐輪場料金を一律（あるいは有

料と無料）に設定しており、また満車で申し込めな

い可能性もあり、距離に対して支払う意思を算出す

るのに不適切であるからである。 

以下のように SP 調査を設定した。自宅から最寄

り駅まで自転車を利用すると仮定し、公共駐輪場と

鉄道事業者による駐輪場（鉄道駐輪場）の 2 項選択

を行なうものとする。自宅から自宅最寄り駅までは

自転車で 10 分(2km)、自宅最寄り駅から職場最寄り

駅までは鉄道で 30 分とした。 

鉄道駐輪場は、改札から徒歩 1 分であるが、金沢

市における通勤時のパーク＆バスライドを参考に、

駐輪場料金に加えてクーポン（鉄道会社系列の店舗

や切符購入で利用可能とする）を購入しなければな

らないとした。鉄道事業者が運営することの利点と、
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図－１ 月島駅駐輪場における１分毎の入庫台数

写真－３ 竹ノ塚西口駐輪場･･･ロッカー(左)･自販機(右)

写真－２ 月島駅駐輪場･･･広告等の関連事業なし



鉄道事業者の関連事業への進出を考慮したためで

ある。「鉄道駐輪場料金（月額）」・「鉄道駐輪場のク

ーポン（月額）」・「公共駐輪場の改札からの時間」・

「公共駐輪場料金（月額）」の 4 項目 3 水準で調査

を行なった（表－１）。直交表に基づき 1 人に対し

て 9 種類の 2 項選択の質問を行なった。 

 

 

 

 

 

b）分析結果 

この駐輪場選択のモデル化の結果をまとめたの

が表－２である。パラメータの比より、改札からの

所要時間は、1 分あたり約 620 円/月の支払い額に相

当することがわかった。また、クーポンを購入する

場合、現金に比べ約 64％の負担感となった。女性の

ほうが改札に近い鉄道駐輪場を選ぶ傾向があるこ

ともわかった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

6. まとめと今後の研究方針 

 

（１）まとめ 

本研究では、鉄道事業者による駅舎の一部を利用

した駐輪場事業を提案し、この提案に関して 3 点の

検証を行なった。まず、近年多く整備されている地

下鉄駅舎上の地下空間を利用した駐輪場の問題点

（駅舎と駐輪場の管理者が異なるため、非効率的な

運営･建設がされていること）を示した。つぎに、

民間資本で運営･整備された駐輪場の事例を分析す

ることにより、効率的な運営がされていることをま

とめた。そして、SP（予備）調査に基づく駐輪場選

択モデルの推定の結果、利用者は改札に近い駐輪場

に相当程度の支払い意思を持っていることと、鉄道

事業者の関連事業と一体化することでクーポンの

導入により多くの収入を得られることの可能性を

示した。これら 3 点により、鉄道事業者による地下

鉄駅舎の一部を利用した駐輪場事業は、利便性の高

い駐輪場を効率的に整備･運営でき、関連事業等に

よって経営を効率化でき、高い駐輪場料金を課すこ

とができると考えられる。 

 

（２）今後の方針 

 今後は、いくつかの対象地域を設定し、事業者に

とって採算が取れるかという点も含め鉄道事業者

による地下鉄駅舎の一部を利用した駐輪場事業の

可能性を検討したい。そのなかで、調査を実際の住

民に対して行ないたい。また、場合によっては、放

置自転車の削減効果による社会的便益や放置自転

車対策の経費削減に相当する額を補助金として提

供するケースも検討したい。 

なお、クーポンの効果を考える場合は、扱う関数

形について考察の余地がある。 
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表－１ SP 調査に用いた 4 項目の 3 水準（月額）

改札から 使用料 クーポン 改札から 使用料

水準１ １分 ０円 4000円 ４分 500円
水準２ １分 1000円 7000円 ６分 2000円
水準３ １分 2000円 10000円 ８分 4000円

公共駐輪場鉄道駐輪場

表－２ モデル推定結果 

変数名 単位 パラメータ 　ｔ値

改札からの時間 分 -0.406548 -4.9403

駐輪場料金 円 -6.554E-04 -5.04096

クーポン購入（鉄道のみ） 円 -4.165E-04 -5.88808

性別（鉄道固有） 1.20718 2.81041

尤度比

自由度調整済み

的中率 0.7929

0.2993

0.2701


